
令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月23日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 3 広域行政事務負担事務
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 効果的・効率的で安定した行財政運営

の位置
基本事業 広域連携の推進

主管課名 企画政策課 課長名 近藤　健
この事務事業の開始時期 昭和53(1978)年２月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 地方拠点都市地域整備産業業務施設再設置促進に関する法律

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

①愛知県と矢作川流域の10市町で構成する（公財）矢 ①植林及び各種助成事業等の実施を行い、水源林対策
作川水源基金において、きれいで安定した水を供給で 事業に対する負担として、今後とも有用である。
きる緑豊かな災害に強いまちづくりを行っている。 ②連携市町が幅広い分野で相互に連携協力することに
②平成25(2013)年度に日進市、東郷町、豊明市及びみ より、地域社会の持続的な発展、地域の課題への対応
よし市で自治体間連携協力に関する基本協定を締結し 及び地域交流の活性化に寄与している

令

。
た。平成27(20

和

15)年度からは長久

 

手市が参加している  

6

。  
 
「ＳＤＧｓの取

年

り組み：17」

①（公

度

財）矢作川水源基金理

（

事会を２回開催し、基

5

金の運用結果等につい

年

て意見交
R5年度に実

度

施した具体的な 換を行

実

った。
事業の方法、手

施

順、指標に対す ②尾三

分

地区自治体間連携推進

）

会議を１回、副市長、

事

副町長会議を３回開催

務

し、行政
る成果等 サー

事

ビス等に関する連携事

業

業の検討を行った。

事

目

務事業を取り巻く状況

的

は過去と比べ変化して

評

いるか (1)活動指標

価

（事務事業の活動量を

表

表す指標）

社会情勢の

様

変化により、連携事業

式

の検討が必要となって

1

い 名称 単位
る。 ① （公

-

財）矢作川水源基金理

1

事会 回数
変 化

② 尾三

記

地区自治体間連携会議

入

回数
内 容

対象(この

日

事業の対象、範囲とな

令

る人、物) (2)対象

和

指標（対象の大きさを

0

表す指標）

尾三地区自

6

治体間において連携し

年

て行う、行政サービス

0

に関する 名称 単位
事業

5

① 行政サービス等の連

月

携数 事業
②

目的(この

2

事業によって上記対象

3

をどのような状態にし

日

たいのか) (3)成果

１

指標（目的の達成度を

事

示す指標）

事業事務の

務

広域化、共同化による

事

効率的、効果的な行政

業

施策を実 名称 単位
施す

の

る。 ① 住みやすいと感

現

じる市民の割合 ％
②

結

状

果(上位基本事業の意

　

図) (4)結果の成果

Ｐ

指標（上位基本事業の

Ｌ

成果指標）

圏域内の共

Ａ

通課題の取り組みや効

Ｎ

率的な行政サービスを

及

推進し、 名称 単位
快適

び

な住環境の整備を図る

Ｄ

。 ① 広域連携に関する

Ｏ

取組の市民満足度割合

事

％
②

事務事業の各種指

務

標の実績と見込及び目

事

標

R4年度 R5年度 R

業

5年度 R6年度 R7年

名

度 R8年度 R9年度
指

N

標 ＼ 年度 単位
実績

o

値 計画値 実績値 計画値

.

目標値 目標値 目標値
(

3

1)の ① 回数 2 3 2 3

広

3 3 3
活動指標 ② 回数

域

5 5 4 4 4 4 4
(2)

行

の ① 事業 12 12 12

政

12 12 12 12
対象

事

指標 ②
(3)の ① ％ 8

務

6.4 90 89.1 9

負

0 90 90 90
成果指

担

標 ②
(4)の結果の ①

事

％ 74.3 73 90.

務

9 75 75 75 75
成

政

果指標 ②
予算費目 会計

策

01 一般会計 款 02

こ

項 01 目 02

コスト 年

の

度 R4年度 R5年度 R

事

5年度 R6年度 R7年

務

度 R8年度 R9年度
実

事

績値 計画値 実績値 計画

業

値 目標値 目標値 目標値

施

事業費(決算又は予算

策

額)Ａ 単位 530 55

の

4 541 551 554

位

554 554

財
源
内
訳

置

 国庫支出金 千円 0 0

基

0 0 0 0 0
 県支出金

本

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

事

地方債 千円 0 0 0 0 0

業

0 0
 その他 千円 0 0

主

0 0 0 0 0
 一般財源

管

千円 530 554 54

課

1 551 554 554

名

554
人件費Ｂ 千円 2

課

,112 2,900.

長

5 3,291.2 3,

名

291.2 3,291

こ

.2 3,291.2 3

の

,291.2
正職員従

事

事時間×人数 時間×人

務

150× 4 206× 4

事

187× 5 187× 5

業

187× 5 187× 5

の

187× 5
正職員以外

開

の人件費 千円 0 0 0 0

始

0 0 0
その他の費用Ｃ

時

千円 101 101 12

期

3 123 123 123

事

123
トータルコスト

務

A+B+C 千円 2,7

区

43 3,555.5 3

分

,955.2 3,96

法

5.2 3,968.2

定

3,968.2 3,9

受

68.2
単位あたりコ

託

スト ① 千円/事業 22

事

8.6 296.3 32

務

9.6 330.4 33

自

0.7 330.7 33

治

0.7
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

事

ﾄ/(2)の対象指標

務

）② 千円/ 0 0 0 0 0

こ

0 0

1

の事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

せ
□ ない

んか？

効率的

業

、効果的な行政施策を

名

実施する、という目的

N

に変化はないため
事業

o

進展等による環境変化

.

□ ある
。

に伴い、目的

3

を見直す（目
その理由

広

的の追加・拡充又は絞

域

込）

必要はありません

行

か？ ■ ない

有
効
性

自治

政

体間で連携協力し、取

事

り組むべき事業の更な

務

る検討をする。
今以上

負

に事業の成果を向上

さ

担

せる方法を記入して下

事

さ

い。 内　容
※(3)

務

の成果指標を向上させ

２

る

　ことはできますか

評

？

住みやすいと感じる

価

市民の割合は、ほぼ計

　

画値に達している。
目

Ｃ

的達成状況 内　容

□民

Ｈ

間への一部委託 □民間

Ｅ

への全部委託
市関与の

Ｃ

必要性 □指定管理 □補

Ｋ

助金・負担金助成 ■市

目

の直営
内　容

　（実施

的

手法） 民間に委託する

妥

必要性はないため。

効

当

率
性

今後も近隣市町と

性

事務事業の統廃合につ

こ

いて検討していく。
事

の

務事業の統廃合により

事

、

事業の効率化を図り

業

、成果
内　容

を向上さ

の

せる方法を記入し

て下

必

さい。

尾三地区自治体

要

間連携会議の開催に要

性

する事務の削減。
現状

は

より事業費・人件費を

薄

削減する方法を記入し

れ

て下

さい。（仕様の変

て

更、外部 内　容
委託、

得

従事時間の削減等は

で

ら

きないか？)

公
平
性

直

れ

接的な受益者はいない

て

。
□ ある □ 現状で適正

い

受益者負担はあります

る

か？

また、受益者負担

い

割合は適 □ ない □ 検討

ま

が必要 内　容
正ですか

せ

？
■ 受益者がいない

３

ん

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

か

Ｏ
Ｎ

人口減少や超高齢

。

化社会を見据え、 圏域

十

内の共通課題の取組や

分

効率的な
事業実施上の

な

課題、住 新たに生じる

成

さまざまな課題に効果

果

行政サービスを推進す

が

るため、事業
民・議会

理

等からの意見 意　見 的

　

、効率的に対応してい

由

く必要があ 対応策 や施

得

策の更なる検討を行う

ら

。
と対応策 る。

圏域内

れ

の共通課題の取組や効

て

率的な 広域連携による

い

事務を継続しつつ、
R

ま

6年度の事業計画は前

す

変　更
行政サービスの

か

推進のため、他自治 市

？

民にとって最適な手法

得

を研究して
年度から変

ら

更・追加は 前年度 ・
体

れ

との連携や協力を進め

て

た。 いく。
あるか 追　

い

加

今後の事業・コスト

な

・成果の方向性 今後の

い

事業の方向性、改革・

事

改善案
※今年度からの

業

具体的な事業の進め方

進

、手段の見直し等、各

展

方向性の内容

　　　　

等

　　　　　□　拡大 　

に

圏域内の共通課題の取

よ

組や効率的な行政サー

る

ビスを
　　　　　　　

環

　　□　改善 推進し、

境

快適な住環境の整備を

変

図る。
　　　　　　　

化

　　■　現状維持 　尾

あ

三地区自治体間連携協

る

議会において保育士職

に

の交
　　　　　　　　

伴

　□　縮小 流事業等に

い

ついて連携に向けて情

、

報共有を図る。
　　　

対

　　　　　　□　統合

象

　　　　　　　　　□

を

　完了
　　　　　　　

見

　　□　廃止・休止
コ

直

ストの方向性
　　　　

す

　　　　　→　維持
成

（

果の方向性
　　　　　

拡

　　　　→　維持

2

その理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 3 広域行政事務負担事務

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

近隣市町と連携、協力し行政課題の対策に取り組んでいるた
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

め。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

連携して取り組むべき事業の検討は、事務事業の広域化、共同化によ
事業進展等によ

様

る環境変化
■ ある る効

式

率的、効果的な行政施

1

策を実施するうえで、

-

拡張を検討する必要
に

2

伴い、対象を見直す（

事

拡
その理由 がある。

大

務

・縮小）必要はありま



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月17日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 270 古瀬間聖苑に係る豊田市への事務委託等事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 効果的・効率的で安定した行財政運営

の位置
基本事業 広域連携の推進

主管課名 生活環境課 課長名 鈴木　孝明
この事務事業の開始時期 平成20(2008)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市と豊田市との間における火葬事務の委託に関する協定書

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

・地方自治法第252条の14及びみよし市と豊田市との ・豊田三好事務組合が事務管理をしている古瀬間聖苑
間における委託に関する規約に基づき、古瀬間聖苑に は、平成19(2007)年度まで利用市町の実績割により負
係る豊田市への事務委託を行う。 担金が設定され、運営されていた。
 ・豊田三好事務組合の解散に伴い、平成20(2008)年度
【委託費の算出基礎】 からみよし市が豊田市に事務委託することになった。
（管理及び執行に要する経費

令

＋維持管理費に係る人

和

件
費－使用料収入）×

 

前々年度の利用実績割

6

合
「ＳＤＧｓの取り組

年

み：11、17」

起債

度

償還は平成16(20

（

04)年度で終了。運

5

営管理費について、平

年

成20(2008)年

度

度から
R5年度に実施

実

した具体的な は豊田市

施

へ事務委託をし、市民

分

にとって必要な施設で

）

あるため継続実施した

事

。
事業の方法、手順、

務

指標に対す
る成果等

事

事

務事業を取り巻く状況

業

は過去と比べ変化して

目

いるか (1)活動指標

的

（事務事業の活動量を

評

表す指標）

変化なし 名

価

称 単位
火葬場は市民に

表

とって必要な施設であ

様

るため、現状のまま ①

式

古瀬間聖苑運営管理委

1

託料 千円
変 化

継続し

-

て実施。 ②
内 容

対象

1

(この事業の対象、範

記

囲となる人、物) (2

入

)対象指標（対象の大

日

きさを表す指標）

市民

令

名称 単位
① みよし市の

和

人口 人
②

目的(この事

0

業によって上記対象を

6

どのような状態にした

年

いのか) (3)成果指

0

標（目的の達成度を示

5

す指標）

古瀬間聖苑が

月

適正に維持管理されて

1

おり、市民が利用でき

7

る状態 名称 単位
になっ

日

ている。 ① 古瀬間聖苑

１

利用件数 件
②

結果(上

事

位基本事業の意図) (

務

4)結果の成果指標（

事

上位基本事業の成果指

業

標）

圏域内の共通課題

の

の取り組みや効率的な

現

行政サービスの推進の

状

た 名称 単位
め、他自治

　

体との連携や協力を進

Ｐ

める。 ① 市が住みやす

Ｌ

いと答えた市民の割合

Ａ

％
②

事務事業の各種指

Ｎ

標の実績と見込及び目

及

標

R4年度 R5年度 R

び

5年度 R6年度 R7年

Ｄ

度 R8年度 R9年度
指

Ｏ

標 ＼ 年度 単位
実績

事

値 計画値 実績値 計画値

務

目標値 目標値 目標値
(

事

1)の ① 千円 22,1

業

92 30,409 21

名

,349 21,999

N

39,567 39,5

o

67 39,567
活動

.

指標 ②
(2)の ① 人 6

2

1,218 61,37

7

5 61,375 61,

0

656 61,938 6

古

2,219 62,50

瀬

0
対象指標 ②
(3)の

間

① 件 403 403 44

聖

6 446 446 446

苑

446
成果指標 ②

(4

に

)の結果の ① ％ 86.

係

4 87 89.1 88 8

る

9 90 91
成果指標 ②

豊

予算費目 会計 01 一

田

般会計 款 04 項 01 目

市

01

コスト 年度 R4年

へ

度 R5年度 R5年度 R

の

6年度 R7年度 R8年

事

度 R9年度
実績値 計画

務

値 実績値 計画値 目標値

委

目標値 目標値
事業費(

託

決算又は予算額)Ａ 単

等

位 22,191 23,

事

249 21,669 2

業

1,999 39,56

政

7 39,567 39,

策

567

財
源
内
訳

 国庫

こ

支出金 千円 0 0 0 0 0

の

0 0
 県支出金 千円 0

事

0 0 0 0 0 0
 地方債

務

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

事

その他 千円 0 0 0 0 0

業

0 0
 一般財源 千円 2

施

2,191 23,24

策

9 21,669 21,

の

999 39,567 3

位

9,567 39,56

置

7
人件費Ｂ 千円 422

基

.4 422.4 422

本

.4 422.4 422

事

.4 422.4 422

業

.4
正職員従事時間×

主

人数 時間×人 60× 2

管

60× 2 60× 2 60

課

× 2 60× 2 60× 2

名

60× 2
正職員以外の

課

人件費 千円 0 0 0 0 0

長

0 0
その他の費用Ｃ 千

名

円 0 0 0 0 0 0 0
トー

こ

タルコストA+B+C

の

千円 22,613.4

事

23,671.4 22

務

,091.4 22,4

事

21.4 39,989

業

.4 39,989.4

の

39,989.4
単位

開

あたりコスト ① 千円/

始

人 0.4 0.4 0.4

時

0.4 0.6 0.6 0

期

.6
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

事

/(2)の対象指標）

務

② 千円/ 0 0 0 0 0 0

区

0

1

分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

業進展等による環境変

業

化 □ ある
に伴い、目的

名

を見直す（目
その理由

N

的の追加・拡充又は絞

o

込）

必要はありません

.

か？ ■ ない

有
効
性

市民

2

が火葬施設を使用する

7

ための事業であるため

0

、維持継続が必須。
今

古

以上に事業の成果を向

瀬

上

させる方法を記入し

間

て下さ

い。 内　容
※(

聖

3)の成果指標を向上

苑

させる

　ことはできま

に

すか？

古瀬間聖苑が適

係

正に維持管理され、市

る

民が利用できる状態に

豊

なっているため、
目的

田

達成状況 内　容 目的は

市

達成している。

□民間

へ

への一部委託 □民間へ

の

の全部委託
市関与の必

事

要性 □指定管理 □補助

務

金・負担金助成 ■市の

委

直営
内　容

　（実施手

託

法） 豊田市への事務委

等

託

効
率
性

市内に火葬施

事

設を有していない本市

業

にとっては、現在の事

２

務委託による手法が
事

評

務事業の統廃合により

価

、
適している。

事業の

　

効率化を図り、成果
内

Ｃ

　容
を向上させる方法

Ｈ

を記入し

て下さい。

豊

Ｅ

田市・みよし市各市の

Ｃ

利用実績の割合に応じ

Ｋ

て事業費が決定される

目

ため事業
現状より事業

的

費・人件費を
費は適正

妥

である。
削減する方法

当

を記入して下

さい。（

性

仕様の変更、外部 内　

こ

容
委託、従事時間の削

の

減等は

できないか？)

事

公
平
性

【委託費の算出

業

基礎】
■ ある ■ 現状で

の

適正
受益者負担はあり

必

ますか？ （管理及び執

要

行に要する経費＋維持

性

管理費に係る
また、受

は

益者負担割合は適 □ な

薄

い □ 検討が必要 内　容

れ

人件費－使用料収入）

て

×前々年度の利用実績

得

割合
正ですか？

□ 受益

ら

者がいない

３
改
革
改
善

れ

案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

市民

て

にとって必要不可欠な

い

施設であ 継続して事務

る

委託をしていく。
事業

い

実施上の課題、住 る。

ま

民・議会等からの意見

せ

意　見 対応策
と対応策

ん

豊田市への事務委託に

か

より運営 なし
R6年度

。

の事業計画は前 変　更

十

年度から変更・追加は

分

前年度 ・
あるか 追　加

な

今後の事業・コスト・

成

成果の方向性 今後の事

果

業の方向性、改革・改

が

善案
※今年度からの具

理

体的な事業の進め方、

　

手段の見直し等、各方

由

向性の内容

　　　　　

得

　　　　□　拡大 ・平

ら

成20(2008)年

れ

度から豊田市への事務

て

委託事業とな
　　　　

い

　　　　　□　改善 っ

ま

た。今後も事務委託を

す

継続していく。
　　　

か

　　　　　　■　現状

？

維持 ・令和５(202

得

3)年度　火葬炉修繕

ら

（計画修繕）、待合
　

れ

　　　　　　　　□　

て

縮小 室細分化工事設計

い

委託
　　　　　　　　

な

　□　統合 ・令和６(

い

2024)年度　火葬

事

炉修繕（計画修繕）、

業

待合
　　　　　　　　

進

　□　完了 室細分化工

展

事
　　　　　　　　　

等

□　廃止・休止 ・令和

に

７(2024)年度　

よ

火葬炉修繕（計画修繕

る

）
コストの方向性
　　

環

　　　　　　　↑　増

境

加
成果の方向性
　　　

変

　　　　　　→　維持

化

2

ある
に伴い、対象を見直す（拡

その理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 270 古瀬間聖苑に係る豊田市への事務委託等事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市内に火葬施設が無いため、事業継続は必要。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

市内に火葬施設が無いため、事業継続は必要。
事

様

業進展等による環境変

式

化
□ ある

に伴い、対象

1

を見直す（拡
その理由

-

大・縮小）必要はあり

2

ませ
■ ない

んか？

市内

事

に火葬施設が無いため

務

、事業継続は必要。
事



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年12月25日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 290 塵芥処理に係る豊田市への事務委託等事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 効果的・効率的で安定した行財政運営

の位置
基本事業 広域連携の推進

主管課名 生活環境課 課長名 鈴木　孝明
この事務事業の開始時期 平成20(2008)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市と豊田市との間における清掃事務の委託に関する規約

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

・地方自治法第252条の14及びみよし市と豊田市との ・豊田三好事務組合が事務管理をしているグリーン・
間における委託に関する規約に基づき、塵芥処理に係 クリーンふじの丘は、平成19(2007)年度まで利用市町
る豊田市への事務委託を行う。 村の実績割により負担金が設定され、運営されていた
【委託費の算出基礎】 。
（管理及び執行に要する経費＋維持管理費に係る人件 ・豊田三好事務組合の解散に伴い、平成20(2008)年度
費－使用料収入）×

令

前々年度の利用実績割

和

合 からみよし市が豊田

 

市に事務委託すること

6

になった。
  
「SD

年

Gｓの取り組み：11

度

,17」

勘八不燃物処

（

分場、グリーン・クリ

5

ーンふじの丘及び藤岡

年

ふれあいの館の運営管

度

理
R5年度に実施した

実

具体的な を豊田市に委

施

託し、利用実績に基づ

分

き負担した。
事業の方

）

法、手順、指標に対す

事

市内に同様の処理施設

務

がなく、市民にとって

事

必要な施設であるため

業

継続実施。
る成果等

事

目

務事業を取り巻く状況

的

は過去と比べ変化して

評

いるか (1)活動指標

価

（事務事業の活動量を

表

表す指標）

変化なし。

様

名称 単位
市民にとって

式

必要な施設のため継続

1

して実施。 ① グリーン

-

・クリーンふじの丘委

1

託料 千円
変 化

②
内 

記

容

対象(この事業の対

入

象、範囲となる人、物

日

) (2)対象指標（対

令

象の大きさを表す指標

和

）

不燃物処分場(グリ

0

ーン・クリーンふじの

6

丘） 名称 単位
① グリー

年

ン・クリーンふじの丘

1

　面積 ㎡
②

目的(この

2

事業によって上記対象

月

をどのような状態にし

2

たいのか) (3)成果

5

指標（目的の達成度を

日

示す指標）

処理施設の

１

運営をしてもらう 名称

事

単位
① グリーン・クリ

務

ーンふじの丘への搬入

事

量 ㎏
②

結果(上位基本

業

事業の意図) (4)結

の

果の成果指標（上位基

現

本事業の成果指標）

圏

状

域内の共通課題の取り

　

組みや効率的な行政サ

Ｐ

ービスの推進のた 名称

Ｌ

単位
め、他自治体との

Ａ

連携や協力を進める。

Ｎ

① 市が住みやすいと答

及

えた市民の割合 %
②

事

び

務事業の各種指標の実

Ｄ

績と見込及び目標

R4

Ｏ

年度 R5年度 R5年度

事

R6年度 R7年度 R8

務

年度 R9年度
指標 ＼

事

 年度 単位
実績値 計画

業

値 実績値 計画値 目標値

名

目標値 目標値
(1)の

N

① 千円 3,205 3,

o

205 2,532 2,

.

128 2,128 2,

2

128 2,128
活動

9

指標 ②
(2)の ① ㎡ 2

0

51,392 251,

塵

392 251,392

芥

251,392 251

処

,392 251,39

理

2 251,392
対象

に

指標 ②
(3)の ① ㎏ 4

係

2,270 42,27

る

0 46,420 46,

豊

420 46,420 4

田

6,420 46,42

市

0
成果指標 ②

(4)の

へ

結果の ① % 86.4 8

の

7 89.1 88 89 9

事

0 91
成果指標 ②

予算

務

費目 会計 01 一般会

委

計 款 04 項 02 目 01

託

コスト 年度 R4年度 R

等

5年度 R5年度 R6年

事

度 R7年度 R8年度 R

業

9年度
実績値 計画値 実

政

績値 計画値 目標値 目標

策

値 目標値
事業費(決算

こ

又は予算額)Ａ 単位 3

の

,958 3,829 3

事

,210 2,830 2

務

,830 2,830 2

事

,830

財
源
内
訳

 国

業

庫支出金 千円 0 0 0 0

施

0 0 0
 県支出金 千円

策

0 0 0 0 0 0 0
 地方

の

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

位

 その他 千円 0 0 0 0

置

0 0 0
 一般財源 千円

基

3,958 3,829

本

3,210 2,830

事

2,830 2,830

業

2,830
人件費Ｂ 千

主

円 352 528 528

管

528 528 528 5

課

28
正職員従事時間×

名

人数 時間×人 100×

課

1 75× 2 75× 2 7

長

5× 2 75× 2 75×

名

2 75× 2
正職員以外

こ

の人件費 千円 0 0 0 0

の

0 0 0
その他の費用Ｃ

事

千円 0 0 0 0 0 0 0
ト

務

ータルコストA+B+

事

C 千円 4,310 4,

業

357 3,738 3,

の

358 3,358 3,

開

358 3,358
単位

始

あたりコスト ① 千円/

時

㎡ 0 0 0 0 0 0 0
（ﾄ

期

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

事

の対象指標）② 千円/

務

0 0 0 0 0 0 0

1

区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

設がないため、事業継

業

続は必要。
事業進展等

名

による環境変化 □ ある

N

に伴い、目的を見直す

o

（目
その理由

的の追加

.

・拡充又は絞込）

必要

2

はありませんか？ ■ な

9

い

有
効
性

市内で発生す

0

る廃棄物の処理施設は

塵

他にないため、維持継

芥

続が必須。
今以上に事

処

業の成果を向上

させる

理

方法を記入して下さ

い

に

。 内　容
※(3)の成

係

果指標を向上させる

　

る

ことはできますか？

廃

豊

棄物を適正に処理でき

田

ているため目的を達成

市

している
目的達成状況

へ

内　容

□民間への一部

の

委託 □民間への全部委

事

託
市関与の必要性 □指

務

定管理 □補助金・負担

委

金助成 ■市の直営
内　

託

容
　（実施手法） 豊田

等

市への業務委託

効
率
性

事

市内に同様の施設を保

業

有していない本市にと

２

っては、現在の事務委

評

託による手
事務事業の

価

統廃合により、
法が適

　

している。
事業の効率

Ｃ

化を図り、成果
内　容

Ｈ

を向上させる方法を記

Ｅ

入し

て下さい。

豊田市

Ｃ

・みよし市の利用実績

Ｋ

等に応じて事業費が決

目

定されるため事業費は

的

適正
現状より事業費・

妥

人件費を
である。

削減

当

する方法を記入して下

性

さい。（仕様の変更、

こ

外部 内　容
委託、従事

の

時間の削減等は

できな

事

いか？)

公
平
性

【委託

業

費の算出基礎】　（管

の

理及び執行に要する
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必

ある ■ 現状で適正
受益

要

者負担はありますか？

性

経費＋維持管理費に係

は

る人件費－使用料収入

薄

）×
また、受益者負担

れ

割合は適 □ ない □ 検討

て
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得

の利用実績割合
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か？
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革
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善
案
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Ｃ
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Ｏ
Ｎ

市民にとって必
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事業実施上
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策
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成

加
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果
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が

事業の方向性、改革・

理

改善案
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具体的な事業の進め方

由

、手段の見直し等、各

得
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ら
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れ

人口増により排出され

て

るごみの量が増加一途

い

をたど
　　　　　　　

ま

　　□　改善 っている

す

。
　　　　　　　　　

か

■　現状維持 ・また、

？

生活様式の向上により

得

ごみ質も多種多様化し

ら

　　　　　　　　　□

れ

　縮小 、不燃物最終埋

て

立処分場を確保し、市

い

民の「衛生的で
　　　

な

　　　　　　□　統合

い

快適な文化生活」を保

事

障する。
　　　　　　

業

　　　□　完了
　　　

進

　　　　　　□　廃止

展

・休止
コストの方向性

等

　　　　　　　　　→

に

　維持
成果の方向性
　

よ

　　　　　　　　→　

る

維持

2

環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 290 塵芥処理に係る豊田市への事務委託等事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市内で処理できない廃棄物の処理施設のため、事業継続は必
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

要。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

市内で処理できない廃棄物の処理施

様

設のため、事業継続は

式

必要。
事業進展等によ

1

る環境変化
□ ある

に伴

-

い、対象を見直す（拡

2

その理由
大・縮小）必

事

要はありませ
■ ない

ん

務

か？

市内では同様の施



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年12月25日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 295 し尿処理に係る豊田市への事務委託等事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 効果的・効率的で安定した行財政運営

の位置
基本事業 広域連携の推進

主管課名 生活環境課 課長名 鈴木　孝明
この事務事業の開始時期 平成20(2008)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市と豊田市との間におけるし尿処理に係る清掃事務の委託に関する規約

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

・地方自治法第252条の14及びみよし市と豊田市との ・地方自治法第252条の14に基づき、砂川衛生プラン
間における委託に関する規約に基づき、し尿処理に係 トに係る豊田市への事務委託を行う。
る豊田市への事務委託を行う。 ・市民から排出されるし尿並びに浄化槽汚泥の処理を
 、広域行政により確保し、施設の運営及び維持管理を
・清掃センター砂川衛生プラント委託料 効率的に行うことにより衛生的にしていく必要がある
【委託費の算

令

出基礎】 。
（管理及び

和

執行に要する経費＋維

 

持管理費に係る人件
費

6

－使用料収入）×前々

年

年度の利用実績割合
 

度

「SDGｓの取り組み

（

：６,14,17」
砂

5

川衛生プラント運営管

年

理を豊田市に委託した

度

。
R5年度に実施した

実

具体的な
事業の方法、

施

手順、指標に対す
る成

分

果等

事務事業を取り巻

）

く状況は過去と比べ変

事

化しているか (1)活

務

動指標（事務事業の活

事

動量を表す指標）

砂川

業

衛生プラントの処理成

目

分の変化 名称 単位
① 砂

的

川衛生プラント運営管

評

理委託料 千円
変 化

②

価

内 容

対象(この事業

表

の対象、範囲となる人

様

、物) (2)対象指標

式

（対象の大きさを表す

1

指標）

砂川衛生プラン

-

ト 名称 単位
① 砂川衛生

1

プラント面積 ㎡
②

目的

記

(この事業によって上

入

記対象をどのような状

日

態にしたいのか) (3

令

)成果指標（目的の達

和

成度を示す指標）

豊田

0

市に処理施設の運営を

6

してもらう 名称 単位
①

年

砂川衛生プラントへの

1

搬入量 kl
②

結果(上

2

位基本事業の意図) (

月

4)結果の成果指標（

2

上位基本事業の成果指

5

標）

圏域内の共通課題

日

の取り組みや効率的な

１

行政サービスの推進の

事

た 名称 単位
め、他自治

務

体との連携や協力を進

事

める。 ① 市が住みやす

業

いと答えた市民の割合

の

%
②

事務事業の各種指

現

標の実績と見込及び目

状

標

R4年度 R5年度 R

　

5年度 R6年度 R7年

Ｐ

度 R8年度 R9年度
指

Ｌ

標 ＼ 年度 単位
実績

Ａ

値 計画値 実績値 計画値

Ｎ

目標値 目標値 目標値
(

及

1)の ① 千円 22,9

び

66 22,966 24

Ｄ

,807 27,501

Ｏ

27,501 27,5

事

01 27,501
活動

務

指標 ②
(2)の ① ㎡ 5

事

8,035 58,03

業

5 58,035 58,

名

035 58,035 5

N

8,035 58,03

o

5
対象指標 ②
(3)の

.

① kl 5,206 5,

2

206 5,453 5,

9

453 5,453 5,

5

453 5,453
成果

し

指標 ②
(4)の結果の

尿

① % 86.4 87 89

処

.1 88 89 90 91

理

成果指標 ②
予算費目 会

に

計 01 一般会計 款 0

係

4 項 02 目 02

コスト

る

年度 R4年度 R5年度

豊

R5年度 R6年度 R7

田

年度 R8年度 R9年度

市

実績値 計画値 実績値 計

へ

画値 目標値 目標値 目標

の

値
事業費(決算又は予

事

算額)Ａ 単位 23,4

務

60 27,724 24

委

,807 27,501

託

27,501 27,5

等

01 27,501

財
源

事

内
訳

 国庫支出金 千円

業

0 0 0 0 0 0 0
 県支

政

出金 千円 0 0 0 0 0 0

策

0
 地方債 千円 0 0 0

こ

0 0 0 0
 その他 千円

の

0 0 0 0 0 0 0
 一般

事

財源 千円 23,460

務

27,724 24,8

事

07 27,501 27

業

,501 27,501

施

27,501
人件費Ｂ

策

千円 352 528 52

の

8 528 528 528

位

528
正職員従事時間

置

×人数 時間×人 100

基

× 1 75× 2 75× 2

本

75× 2 75× 2 75

事

× 2 75× 2
正職員以

業

外の人件費 千円 0 0 0

主

0 0 0 0
その他の費用

管

Ｃ 千円 0 0 0 0 0 0 0

課

トータルコストA+B

名

+C 千円 23,812

課

28,252 25,3

長

35 28,029 28

名

,029 28,029

こ

28,029
単位あた

の

りコスト ① 千円/㎡ 0

事

.4 0.5 0.4 0.

務

5 0.5 0.5 0.5

事

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

業

2)の対象指標）② 千

の

円/ 0 0 0 0 0 0 0

1

開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事
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事業進展等による

業
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内　容
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率
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法が適している。
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るため事業
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目

業費・人件費を
費は適

的

正である。
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できないか？

の

)

公
平
性

【委託費の算

事

出基礎】
■ ある ■ 現状

業

で適正
受益者負担はあ

の

りますか？ （管理及び

必

執行に要する経費＋維

要

持管理費に係る
また、

性

受益者負担割合は適 □

は

ない □ 検討が必要 内　

薄

容 人件費－使用料収入

れ

）×前々年度の利用実

て

績割合
正ですか？

□ 受

得

益者がいない

３
改
革
改

ら

善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

市

れ

民にとって必要な施設

て

である。 使用を続ける

い

ため、事務委託を継続

る

事業実施上の課題、住

い

する。
民・議会等から

ま

の意見 意　見 対応策
と

せ

対応策

豊田市への事務

ん

委託により運営 なし
R

か

6年度の事業計画は前

。

変　更
年度から変更・

十

追加は 前年度 ・
あるか

分

追　加

今後の事業・コ

な

スト・成果の方向性 今

成

後の事業の方向性、改

果

革・改善案
※今年度か

が

らの具体的な事業の進

理

め方、手段の見直し等

　

、各方向性の内容

　　

由

　　　　　　　□　拡

得

大 ・平成20(200

ら

8)年度から豊田市へ

れ

の事務委託となった
　

て

　　　　　　　　□　

い

改善 。
　　　　　　　

ま

　　■　現状維持 今後

す

も事務委託を継続して

か

いく。
　　　　　　　

？

　　□　縮小 ・下水道

得

事業により、し尿汲取

ら

り及び浄化槽の清掃等

れ

　　　　　　　　　□

て

　統合 は減少傾向にあ

い

るが、完全になくなっ

な

てしまうわけな
　　　

い

　　　　　　□　完了

事

いので、施設の運営及

業

び維持管理を効率的に

進

行うこと
　　　　　　

展

　　　□　廃止・休止

等

により衛生的に処理を

に

していく。
コストの方

よ

向性
　　　　　　　　

る

　→　維持
成果の方向

環

性
　　　　　　　　　

境

→　維持

2

変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 295 し尿処理に係る豊田市への事務委託等事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市内に同様の施設がないため、事業継続は必要。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

市内にし尿処理施設がないため、事業継続が必要。

様

事業進展等による環境

式

変化
□ ある

に伴い、対

1

象を見直す（拡
その理

-

由
大・縮小）必要はあ

2

りませ
■ ない

んか？

市

事

内にし尿処理施設がな

務

いため、事業継続が必



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月17日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 291 尾三衛生組合負担事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 効果的・効率的で安定した行財政運営

の位置
基本事業 広域連携の推進

主管課名 生活環境課 課長名 鈴木　孝明
この事務事業の開始時期 設立昭和49(1974)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 尾三衛生組合規約

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

ごみ処理を、一部事務組合において行うことにより、 ・管内(みよし市・日進市・東郷町）住民の「衛生的
廃棄物処理事務の効率化を図る。 で快適な文化生活を行う」を保障するため、廃棄物を
【尾三衛生組合運営管理費】 衛生的かつ能率的に処理するための焼却施設及び不燃
・運営費負担金 60/100ごみ量割、40/100人口割 ・資源ごみ処理施設（リサイクルプラザ）の運営に係
（R4(2022)年度から 70/100ごみ量割、 30/100 人口 る費用、最終埋立処分場の建設費（起債償還分）を共
割） 同で負担する。
 
【建

令

設費負担金】
・施設建

和

設費の起債償還費を共

 

同で負担する。
 「S

6

DGｓの取り組み：1

年

1,17」
尾三衛生組

度

合「東郷美化センター

（

」の運営費及び建設費

5

負担金を、組合構成市

年

町の
R5年度に実施し

度

た具体的な 負担割合費

実

に基づき、３市町で負

施

担した。
事業の方法、

分

手順、指標に対す
る成

）

果等

事務事業を取り巻

事

く状況は過去と比べ変

務

化しているか (1)活

事

動指標（事務事業の活

業

動量を表す指標）

・分

目

別収集の推進による処

的

理方法の多様化。 名称

評

単位
・尾三衛生組合か

価

らの搬出先の減少によ

表

る処理費用の増加 ① 尾

様

三衛生組合運営管理費

式

千円
変 化

。 ②
内 容

1

対象(この事業の対象

-

、範囲となる人、物)

1

(2)対象指標（対象

記

の大きさを表す指標）

入

市民 名称 単位
① 人口 人

日

②
目的(この事業によ

令

って上記対象をどのよ

和

うな状態にしたいのか

0

) (3)成果指標（目

6

的の達成度を示す指標

年

）

搬入された一般廃棄

0

物が適正な処理をされ

5

る。 名称 単位
① 尾三衛

月

生組合ごみ搬入量 ｔ
②

1

結果(上位基本事業の

7

意図) (4)結果の成

日

果指標（上位基本事業

１

の成果指標）

圏域内の

事

共通課題の取り組みや

務

効率的な行政サービス

事

の推進のた 名称 単位
め

業

、他自治体との連携や

の

協力を進める。 ① 市が

現

住みやすいと答えた市

状

民の割合 %
②

事務事業

　

の各種指標の実績と見

Ｐ

込及び目標

R4年度 R

Ｌ

5年度 R5年度 R6年

Ａ

度 R7年度 R8年度 R

Ｎ

9年度
指標 ＼ 年度

及

単位
実績値 計画値 実績

び

値 計画値 目標値 目標値

Ｄ

目標値
(1)の ① 千円

Ｏ

288,541 503

事

,235 503,23

務

5 489,597 48

事

9,957 489,9

業

57 489,957
活

名

動指標 ②
(2)の ① 人

N

61,218 61,3

o

75 61,375 61

.

,380 61,938

2

62,219 62,5

9

00
対象指標 ②
(3)

1

の ① ｔ 17,468 1

尾

7,468 17,28

三

8 17,288 17,

衛

288 17,288 1

生

7,288
成果指標 ②

組

(4)の結果の ① % 8

合

6.4 87 89.1 8

負

8 89 90 91
成果指

担

標 ②
予算費目 会計 01

事

 一般会計 款 04 項 0

業

2 目 01

コスト 年度 R

政

4年度 R5年度 R5年

策

度 R6年度 R7年度 R

こ

8年度 R9年度
実績値

の

計画値 実績値 計画値 目

事

標値 目標値 目標値
事業

務

費(決算又は予算額)

事

Ａ 単位 288,541

業

503,235 503

施

,235 489,95

策

7 489,957 48

の

9,957 585,7

位

90

財
源
内
訳

 国庫支

置

出金 千円 0 0 0 0 0 0

基

0
 県支出金 千円 0 0

本

0 0 0 0 0
 地方債 千

事

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

業

の他 千円 0 0 0 0 0 0

主

0
 一般財源 千円 28

管

8,541 503,2

課

35 503,235 4

名

89,957 489,

課

957 489,957

長

585,790
人件費

名

Ｂ 千円 1,232 1,

こ

505.5 1,404

の

.5 1,505.5 1

事

,404.5 1,40

務

4.5 1,404.5

事

正職員従事時間×人数

業

時間×人 175× 2 1

の

33× 3 133× 3 1

開

33× 3 133× 3 1

始

33× 3 133× 3
正

時

職員以外の人件費 千円

期

0 101 0 101 0 0

事

0
その他の費用Ｃ 千円

務

0 0 0 0 0 0 0
トータ

区

ルコストA+B+C 千

分

円 289,773 50

法

4,740.5 504

定

,639.5 491,

受

462.5 491,3

託

61.5 491,36

事

1.5 587,194

務

.5
単位あたりコスト

自

① 千円/人 4.7 8.

治

2 8.2 8 7.9 7.

事

9 9.4
（ﾄｰﾀﾙｺ

務

ｽﾄ/(2)の対象指

こ

標）② 千円/ 0 0 0 0

の

0 0 0

1

事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

に伴い、目的を見直す

業

（目
その理由

的の追加

名

・拡充又は絞込）

必要

N

はありませんか？ ■ な

o

い

有
効
性

市内で発生し

.

た廃棄物を処理するた

2

めの施設であるため、

9

事業継続は必須。
今以

1

上に事業の成果を向上

尾

させる方法を記入して

三

下さ

い。 内　容
※(3

衛

)の成果指標を向上さ

生

せる

　ことはできます

組

か？

廃棄物を適正に処

合

理できているため目的

負

を達成している
目的達

担

成状況 内　容

□民間へ

事

の一部委託 □民間への

業

全部委託
市関与の必要

２

性 □指定管理 □補助金

評

・負担金助成 ■市の直

価

営
内　容

　（実施手法

　

） 尾三衛生組合への負

Ｃ

担金の支出

効
率
性

市内

Ｈ

にごみ処理施設を有し

Ｅ

ていない本市にとって

Ｃ

は、現在の組合での共

Ｋ

同処理
事務事業の統廃

目

合により、
が妥当であ

的

る。
事業の効率化を図

妥

り、成果
内　容

を向上

当

させる方法を記入し

て

性

下さい。

組合構成市町

こ

の利用実績及び人口割

の

合によって負担金が決

事

定されるため、事業
現

業

状より事業費・人件費

の

を
費は適正である。

削

必

減する方法を記入して

要

下

さい。（仕様の変更

性

、外部 内　容
委託、従

は

事時間の削減等は

でき

薄

ないか？)

公
平
性

指定

れ

ごみ袋　各大サイズ　

て

15円/枚、各小サイ

得

ズ
■ ある ■ 現状で適正

ら

受益者負担はあります

れ

か？ 　10円/枚
また

て

、受益者負担割合は適

い

□ ない □ 検討が必要 内

る

　容 粗大ごみ処理券　

い

１点500円
正ですか

ま

？
□ 受益者がいない

３

せ

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

ん

Ｏ
Ｎ

組合所有の最終処

か

分場がないため、 焼却

。

灰等の減量化のため、

十

ごみ減量
事業実施上の

分

課題、住 焼却灰等の搬

な

出先の確保が必要であ

成

化の啓発を進める。
民

果

・議会等からの意見 意

が

　見 る。 対応策
と対応

理

策

施設の更新に向け基

　

金の積立を開始 なし
R

由

6年度の事業計画は前

得

変　更
する。

年度から

ら

変更・追加は 前年度 ・

れ

あるか 追　加

今後の事

て

業・コスト・成果の方

い

向性 今後の事業の方向

ま

性、改革・改善案
※今

す

年度からの具体的な事

か

業の進め方、手段の見

？

直し等、各方向性の内

得

容

　　　　　　　　　

ら

□　拡大 ・管内住民の

れ

、「衛生的で快適な文

て

化生活を行う」を
　　

い

　　　　　　　□　改

な

善 保障するため、一般

い

廃棄物処理施設の最大

事

限の能力を
　　　　　

業

　　　　■　現状維持

進

発揮するよう、一般廃

展

棄物処理行政を効果的

等

に行うこ
　　　　　　

に

　　　□　縮小 とを使

よ

命として事業を進めて

る

いく。
　　　　　　　

環

　　□　統合
　　　　

境

　　　　　□　完了
　

変

　　　　　　　　□　

化

廃止・休止
コストの方

あ

向性
　　　　　　　　

る

　→　維持
成果の方向

に

性
　　　　　　　　　

伴

→　維持

2

い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 291 尾三衛生組合負担事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市内にごみ処理施設がないため、事業継続は必要。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

市内にごみ処理施設がないため、事業継続は必要。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴

様

い、対象を見直す（拡

式

その理由
大・縮小）必

1

要はありませ
■ ない

ん

-

か？

市内にごみ処理施

2

設がないため、事業継

事

続が必須。
事業進展等

務

による環境変化 □ ある



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月21日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 94 広域消防・広域防災負担金支払事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 効果的・効率的で安定した行財政運営

の位置
基本事業 広域連携の推進

主管課名 防災安全課 課長名 岡田　光将
この事務事業の開始時期 昭和47(1972)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 特になし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

みよし市、豊明市、日進市、長久手市、東郷町の４市 住民の生命、身体、財産を火災等から守るため、常備
１町で組織する尾三消防組合に対し、尾三消防組合規 消防の強化は必要不可欠なものとなっている。
定第11条により、分担金を負担し、常備消防を充実さ
せ、強化を図る。
 
ＳＤＧｓの取り組み：3、11、17

負担金を尾三消防組合に支払う。
R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

対象に変化がないた

令

め、継続して実施 名称

和

単位
① 尾三消防組合へ

 

の負担金 千円
変 化

②

6

内 容

対象(この事業

年

の対象、範囲となる人

度

、物) (2)対象指標

（

（対象の大きさを表す

5

指標）

市民 名称 単位
①

年

人口 人
②

目的(この事

度

業によって上記対象を

実

どのような状態にした

施

いのか) (3)成果指

分

標（目的の達成度を示

）

す指標）

常備消防の運

事

営を行う 名称 単位
① 市

務

内救急出動件数 件
② 市

事

内火災出動件数 件

結果

業

(上位基本事業の意図

目

) (4)結果の成果指

的

標（上位基本事業の成

評

果指標）

効率的な行政

価

サービス（常備消防業

表

務）を実施することに

様

より、 名称 単位
市に安

式

心を与える ① 暮らしや

1

すいと感じる市民の割

-

合 ％
②

事務事業の各種

1

指標の実績と見込及び

記

目標

R4年度 R5年度

入

R5年度 R6年度 R7

日

年度 R8年度 R9年度

令

指標 ＼ 年度 単位
実

和

績値 計画値 実績値 計画

0

値 目標値 目標値 目標値

6

(1)の ① 千円 734

年

,916 711,86

0

4 758,892 75

5

8,892 758,8

月

92 758,892 7

2

58,892
活動指標

1

②
(2)の ① 人 61,

日

218 61,375 6

１

1,375 61,38

事

0 61,938 62,

務

219 62,500
対

事

象指標 ②
(3)の ① 件

業

2,260 2,100

の

2,575 2,100

現

2,100 2,100

状

2,100
成果指標 ②

　

件 18 25 21 20 2

Ｐ

0 20 20
(4)の結

Ｌ

果の ① ％ 86.4 90

Ａ

89.1 90 90 90

Ｎ

90
成果指標 ②

予算費

及

目 会計 01 一般会計

び

款 09 項 01 目 05

コ

Ｄ

スト 年度 R4年度 R5

Ｏ

年度 R5年度 R6年度

事

R7年度 R8年度 R9

務

年度
実績値 計画値 実績

事

値 計画値 目標値 目標値

業

目標値
事業費(決算又

名

は予算額)Ａ 単位 73

N

4,916 758,8

o

92 758,892 8

.

13,931 804,

9

760 826,905

4

826,905

財
源
内

広

訳

 国庫支出金 千円 0

域

0 0 0 0 0 0
 県支出

消

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

防

 地方債 千円 0 0 0 0

・

0 0 0
 その他 千円 0

広

0 0 0 0 0 0
 一般財

域

源 千円 734,916

防

758,892 758

災

,892 813,93

負

1 804,760 82

担

6,905 826,9

金

05
人件費Ｂ 千円 52

支

8 1,513.6 1,

払

513.6 1,443

事

.2 1,443.2 1

業

,443.2 1,44

政

3.2
正職員従事時間

策

×人数 時間×人 75×

こ

2 86× 5 86× 5 8

の

2× 5 82× 5 82×

事

5 82× 5
正職員以外

務

の人件費 千円 0 0 0 0

事

0 0 0
その他の費用Ｃ

業

千円 0 404 43 43

施

43 43 43
トータル

策

コストA+B+C 千円

の

735,444 760

位

,809.6 760,

置

448.6 815,4

基

17.2 806,24

本

6.2 828,391

事

.2 828,391.

業

2
単位あたりコスト ①

主

千円/人 12 12.4

管

12.4 13.3 13

課

13.3 13.3
（ﾄ

名

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

課

の対象指標）② 千円/

長

0 0 0 0 0 0 0

1

名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

を見直す必要はない。

業

事業進展等による環境

名

変化 □ ある
 

に伴い、

N

目的を見直す（目
その

o

理由
的の追加・拡充又

.

は絞込）

必要はありま

9

せんか？ ■ ない

有
効
性

4

防火の啓発、救急車の

広

適正利用についての啓

域

発を行う。
今以上に事

消

業の成果を向上
 

させ

防

る方法を記入して下さ

・

い。 内　容
※(3)の

広

成果指標を向上させる

域

　ことはできますか？

防

達成している。
目的達

災

成状況 内　容  

□民間

負

への一部委託 □民間へ

担

の全部委託
市関与の必

金

要性 □指定管理 ■補助

支

金・負担金助成 □市の

払

直営
内　容

　（実施手

事

法） 一部事務組合の構

業

成市。
 

効
率
性

事業の

２

統廃合によって、効率

評

化を図ることはできな

価

い。
事務事業の統廃合

　

により、
 

事業の効率

Ｃ

化を図り、成果
内　容

Ｈ

を向上させる方法を記

Ｅ

入し

て下さい。

構成市

Ｃ

町において、効率化等

Ｋ

について協議し、不必

目

要な費用を削減する。

的

現状より事業費・人件

妥

費を
 

削減する方法を

当

記入して下

さい。（仕

性

様の変更、外部 内　容

こ

委託、従事時間の削減

の

等は

できないか？)

公

事

平
性

直接的な受益者は

業

なし。
□ ある □ 現状で

の

適正
受益者負担はあり

必

ますか？  
また、受益

要

者負担割合は適 □ ない

性

□ 検討が必要 内　容
正

は

ですか？
■ 受益者がい

薄

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

れ

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

今後の負担

て

割合が不透明。 構成市

得

町、一部事務組合と協

ら

議する
事業実施上の課

れ

題、住 。
民・議会等か

て

らの意見 意　見 対応策

い

と対応策

負担金を尾三

る

消防に支払う。 継続し

い

て実施するため、前年

ま

度と同
R6年度の事業

せ

計画は前 変　更
 様・

ん

同規模で実施。
年度か

か

ら変更・追加は 前年度

。

・
 

あるか 追　加

今後

十

の事業・コスト・成果

分

の方向性 今後の事業の

な

方向性、改革・改善案

成

※今年度からの具体的

果

な事業の進め方、手段

が

の見直し等、各方向性

理

の内容

　　　　　　　

　

　　□　拡大 消防広域

由

化によるデメリットを

得

招かないよう県や関係

ら

　　　　　　　　　□

れ

　改善 市町と十分に調

て

整を図る。
　　　　　

い

　　　　■　現状維持

ま

　　　　　　　　　□

す

　縮小
　　　　　　　

か

　　□　統合
　　　　

？

　　　　　□　完了
　

得

　　　　　　　　□　

ら

廃止・休止
コストの方

れ

向性
　　　　　　　　

て

　→　維持
成果の方向

い

性
　　　　　　　　　

な

→　維持

2

い

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 94 広域消防・広域防災負担金支払事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市にとって安全安心のために必要な事業であり、市民の安全
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

安心のために寄与している。
いませんか。十分な成果が 理　由

 
得られていますか？ □ 得られていない

環境の変化によって対象を

様

見直す必要はない。
事

式

業進展等による環境変

1

化
□ ある  

に伴い、対

-

象を見直す（拡
その理

2

由
大・縮小）必要はあ

事

りませ
■ ない

んか？

環

務

境の変化によって目的


